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３飯財政発第２０９号

令和３年１０月７日

統括監、各部長、議会事務局長、

秘書室長、危機管理監、各参事、

会計管理者、監査委員事務局長、

各課（所・室・館）長

飯能市長 新井 重治

令和４年度予算編成方針について（通知）

令和４年度予算は、新型コロナウイルス感染症の影響により、依然として厳しい

状況ではあるが、第５次飯能市総合振興計画に掲げるシンボルプロジェクトを「市

民とともにつくる飯能市」をキャッチフレーズに職員一丸となり全力で実行すると

ともに、「市民あっての市政」、「市民のための市政」であると感じてもらえるま

ちへと躍進するため、基本姿勢である「対話」を忘れることなく、しっかりと地に

足をつけた着実な市政運営に取り組み、市民の期待や信頼に応えるべく基本方針に

のっとり編成するよう通知する。

Ⅰ 経済動向と国の予算の動向

１ 経済動向

日本経済は、内閣府の月例経済報告（令和３年８月）によると、経済の先行

きについては、感染拡大の防止策を講じ、ワクチン接種を促進するなかで、各

種政策の効果や海外経済の改善もあって、持ち直しの動きが続くことが期待さ

れるが、感染拡大による下振れリスクの高まりに十分注意すること、また、金

融資本市場の変動等の影響を注視する必要があるとしている。

２ 国の予算の動向

「経済財政運営と改革の基本方針２０２１（令和３年６月１８日閣議決定）」

では、経済をコロナ前の水準に早期に回復させるとともに、成長分野で新たな

雇用や所得を生み、多様な人々が活躍する「成長と雇用の好循環」の実現を目

指す。厳しい経済的な影響に対して、雇用の確保と事業の継続、生活の下支え

様
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のための重点的・効果的な支援策を講じ、国民の命と暮らしを守り抜くために、

「令和４年度予算編成の基本方針」でその方向性を示し予算編成を行うことと

している。

Ⅱ 本市の財政状況と今後の財政見通し

１ 本市の財政状況

本市の財政状況は、令和２年度普通会計決算において、人件費、扶助費等の

社会保障関係経費、長期借入金にかかる償還金、物件費等の経常経費が高い水

準で推移し、財政構造の弾力性を示す経常収支比率は９２．９％となり、財政

構造は依然として硬直化した状態にある。

歳入において、根幹を占める市税収入は、対前年度比０．１％（約１，８０

０万円）の増となったが、景気の先行きについては、コロナ禍といった前例の

ない事態に直面する中で、市税収入を見込むことが厳しい状況にある。

歳出においては、社会保障関係経費等の増加が予測されるため、義務的経費

についても定員管理の徹底も含め、聖域を設けることなく、制度の根幹にまで

踏み込んだ抜本的な見直しを行い、歳出の抑制を図る必要がある。

２ 今後の財政見通し

⑴ 歳入について

新型コロナウイルス感染症緊急経済対策など国の厳しい財政状況を受け国

庫負担金及び補助金の削減や地方交付税の変動が不透明な点など依存財源の

動向により大きな影響を受けることになるため、自主財源の確保が必要とな

ってくる。

⑵ 歳出について

公債費や扶助費などの経常的・義務的経費の増加が見込まれる。また、今

まで整備してきた公共施設の維持補修に係る経費のほか、シンボルプロジェ

クトをはじめとした政策を実現していくための経費が必要となってくる。

⑶ 地方債について

普通会計の地方債の現在高は、令和２年度末で約３３０億円に上る。元利

償還金は年々増加していく傾向にあり、毎年３０億円を超える元利償還金を

支払わなければならない。
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将来世代に、過度な負担を残さないよう財政負担の少ない地方債の選択に

ついては、今まで以上に計画性が求められる。

Ⅲ 令和４年度予算編成における基本方針

以上を踏まえ、次のとおり基本方針を示す。

１ 財政状況が年々厳しさを増していく中で、政策効果の高い財源配分となるよ

う事業を取捨選択し、施策の着実な実施について公費負担の抑制を念頭に置き

事業展開することが重要であることを認識し、第５次総合振興計画実施計画の

策定方針を基に掲げられているプロジェクトを着実に実行すること。

また、実施計画に掲げられるプロジェクトの推進にあたり既存の施策・事業

の見直しや、予算措置を伴わずに実施する「ゼロ予算事業」を推進し、真に必

要な経費を積上げること。

２ 自立した持続可能なまちづくりを進めるために、事業の選択と集中に留意し、

行政が自ら変わることを基本として、施策の優先性や有効性について十分に検

証を行うこと。

３ 本市の特性を生かした新たな財源の確保や活性化の戦略思考により、一層の

健全財政を目指し、必要最小限の経費で最大の行政効果や市民満足度の向上が

図られるよう、次により財源を捻出すること。

⑴ 経常経費の削減

社会保障関係事業における給付費や各施設、道路、橋りょうをはじめとし

た公共施設の維持補修費などの経常経費について、今後も多額の公費を投入

せざるを得ないところである。このため、定員管理の適正化、行政評価・政

策評価等の取組により、改めて事業実施による成果を明らかにし、事業の廃

止も含め、更なる経費削減を要請する。

⑵ 普通建設事業の順位付け

限られた財源を真に必要な事業に配分するため、事業の優先順位付けを必

ず行い、事業選択を行うことを要請する。その際、より緊急性が高い事業、

より費用対効果の高い事業を優先順位の上位とするよう要請する。
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⑶ 既存事業の見直し

各施策・プロジェクトに戦略的に取り組んでいくことから、再度、既存事

業の実施目的や実施による成果を明らかにし、事業の廃止も含め取捨選択に

より見直すことを要請する。

また、重要な行政課題や新たな行政需要に対応するための新規事業を実施

する場合には、既存事業の廃止又は経費を削減することで、新規事業の財源

とすることを要請する。

⑷ 歳入の確保

国・県の予算編成の動向を把握し、補助金等活用できるものについては積

極的な獲得に努めることを要請する。

また、地域産業の振興や定住人口・交流人口の拡大など、まちの活性化や

人口増加につながる取組を積極的に進めるとともに、引き続きふるさと納税

制度の活用を推進するほか、収納率の向上や創意工夫による新たな自主財源

の確保にも努めることを要請する。

⑸ 健全財政に向けて

全ての地方公共団体において、統一的な基準により財務書類等を作成する

ことが要請され、様々な指標における団体間での比較が可能となり、地方自

治体の財政運営への視線は厳しさを増している。

従って、財政状況を的確に把握し、持続可能な財政構造の構築に向けた取

組を推進するよう、財政健全化判断比率等の財政指標や地方公会計制度を念

頭においた予算編成を行うことを要請する。


